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要支援・要介護高齢者の援助要請と心理， 
社会的側面の関連

出村　早苗 *・山崎　幸子 **

地域で暮らす要支援・要介護認定を受けた高齢者と要介護認定を受けていない高齢者の援助要請，および
心理，社会的側面を比較し，その差異について検討することを目的として，自記式郵送調査を実施し，546
名を分析対象とした．分析の結果，両者の被援助要請志向や援助要請意図に大きな差異がない結果となっ
た．心理的側面では，要介護高齢者等が要介護認定を受けていない高齢者と比較して有意に高く，精神的
健康状態は，要介護認定を受けていない高齢者の方が有意に高い結果となった．以上から，要介護高齢者
等の援助要請において，①適切なサポート体制や情報提供の仕組みの構築により，円滑な支援に繋がりや
すく，②要介護度が軽度の場合，周囲との関係性を保持し援助要請ができている可能性があり，③孤独感
の軽減，精神的健康状態の保持への支援の必要性，④身近な人間関係における体制整備，援助要請を促進
する方策が課題といえる．また友人関係の保持はできているが，縮小化が示唆されたことから，支援の体
制作りに家族以外の顔なじみの近隣友人をどのように取り入れることができるかについて検討していくこ
と等が示された．要介護高齢者等が住み慣れた地域で本人の望む生活を継続していくため，誰もが当たり
前に援助要請を行うことができる体制づくりを構築していくことが求められる．
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1 ．はじめに　

　我が国の高齢者人口は増加の一途を辿っており，
2023年の高齢化率は過去最高の29.1%となった

（内閣府，2024）．高齢化率の伸展に伴い，介護保
険制度における要支援または要介護認定者数も増
加している．介護保険事業状況報告（年報）にお
いて，令和 3 年度の要支援または要介護認定者数
は676.6万人となっており，平成23年度の515.0万
人から161.6万人増加，今後も上昇が予測される
状況にある（厚生労働省，2021）．
　要支援者の特徴について新井（2017）は，要
支援者はフレイルの状態と考えられる対象であり，

要支援者の状態悪化に繋がる要因として，フレイ
ルの一端である認知機能低下や筋力低下（サルコ
ペニア），低栄養などをあげている．その上で，可
逆的な変化であるフレイルの予防や改善の重要性
を述べている．また西本ら（2020）は，老化によ
る口腔機能の低下（オーラルフレイル）が低栄養
や心身機能の低下に繋がることに着目し，口腔機
能の低下と食事の満足感の関連について検討して
いる．要介護認定を受けていない高齢者を対象と
した調査ではあるが，口腔機能が低下している者
は食事の満足感が低いことを明らかにし，口腔機
能の低下が食事の満足感に影響していることを示
している．その他，日本老年医学会（2014）で
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は，フレイルは高齢期にストレスに対する脆弱性
が亢進し，生活機能障害，要介護状態などの転帰
に陥りやすい状態であること，多くの後期高齢者
が中間的な段階を経て，徐々に要介護状態に陥る
と考えられていることに触れ，フレイルの意義を
周知する必要性，フレイル予防の重要性を認識す
ることが高齢者のQOL向上に繋がると述べてい
る．また日本医学会連合（2022）では，フレイル
は介護が必要となる理由のほとんどの要因に関連
しており，身体的フレイル，社会的フレイル，精
神・心理的フレイルの 3 つのあらわれ方があると
して，高齢者の生活機能低下や脆弱性を多方面か
ら捉える重要性について示している．

要支援・要介護高齢者（以下，要介護高齢者等）
とフレイルの関連が指摘されており，身体的フレイ
ルとして低栄養や口腔機能低下等，精神・心理的
フレイルとして認知機能低下等，社会的フレイル
として閉じこもりや社会的孤立等の状態（日本医
学会連合，2022）から，日常生活においてなんら
かの支援が必要な状態へと移行することがわかる．

フレイル等の理由で日常生活に支援が必要な状
態がある一方で，当事者が支援を受けることをど
のように捉えているのかについては，援助要請に
関連した課題であると考えられる．本論における
援助要請とは「自身の力だけでは解決できない課
題に直面した際，それらを解決，または軽減する
ために他者を頼ること」と定義するが，特に要支
援または軽度の要介護高齢者が他者からの支援を
どのように捉えるかについては，その後の当事者
の生活に大きな影響を与えるものと考えられる． 

高齢者の援助要請について，小林ら（2023）
は都市部の中高年独居者を対象とした調査におい
て，心身の健康，経済状態，社会関係における問
題を保有している群には男性が多く，援助要請に
関しても，他者に対する不信が強いこと，地域の
情報源も少ないことを指摘している．Murayama
ら（2002）によれば，男性は女性よりも援助要請
をしないことが明らかにされている．援助要請に
関して，性差が関連していることがわかる．

被援助志向性に関して，水野（2003）は援助者
をヘルパーと呼ぶと述べた上で，「問題に遭遇し自
分で問題を解決しようとしても解決できない場合，

専門的ヘルパー，役割的ヘルパー，ボランティア
ヘルパーに，どの程度援助を求めるか」の認知的
枠組みと定義している．また高橋（2018）は，こ
れまでの先行研究を踏襲し，高齢者の被援助志向
性を「高齢者が家族や親類などの身近な援助者や
公的機関および援助を提供する専門職者，あるい
は日頃より交流のある友人などにどの程度援助を
求めるかの認知的枠組み」と定義している．

援助を受けることに対する認知的枠組みである
被援助志向性は，援助を受けたいという欲求と，援
助を受けることに対する抵抗感で測定されること
が多い（高橋ら，2015，高橋，2017）．被援助志
向性が低い場合には，援助に対する欲求が低下し
ており，また，援助を受けることへの抵抗感が高
まっている状態と考えられる．援助を受けること
への抵抗感が高まっている状態では，必要な支援
が届きにくいことが予測される．

三瀬ら（2023）は，在宅高齢者の被援助志向性
の関連要因として，閉じこもり傾向と社会的孤立
をあげ，ともに被援助志向性と有意に関連してい
ることを示しており，閉じこもり傾向や社会的孤
立をしている人は援助を求めにくいことを明らか
にしている．男性，閉じこもり傾向がある人ほど
被援助志向性が低く，女性の方が被援助志向性が
高く援助に対する欲求を強く持っているという結
果であった．この結果から，男性，閉じこもり傾
向がある人ほど，援助を受けることへの抵抗感が
あることが示されたといえる．
　援助要請の対象としては，身近な家族，または
近隣の友人などが想定される．しかし，我が国の
三世代世帯は減少傾向にあり，1975年の16.9%か
ら，2021年には4.9％と大きく減少している（総
務省，2023）．逆に，高齢者の単独世帯は増加し，
特に継続的見守りの必要があると思われる一人暮
らしの高齢者に対する見守り活動について，従来
家庭を中心に担われてきた見守りを，地域包括支
援センターや民生委員等が主体となって担う状況
もみられるようになってきた．見守り活動の重要
性が増しているが，特定の主体による活動だけで
は支障が生じてきている実態も明らかとなってい
る（総務省，2023）．

このような現状からも，身近な家族だけでなく，
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行政や専門職などに援助を求めることが増えてき
ていることが予測される．援助要請にかかる研究
では，地域高齢者を対象とした知見は蓄積されつ
つあるものの（高橋ら，2015．村山ら，2020．三
瀬ら，2023），要支援または要介護認定を受けてい
る高齢者の援助要請に関する研究の知見は乏しい．

これまで援助要請を行う場面に遭遇せず，日常
生活を継続している要介護高齢者等が地域で生活
していることが予想されるが，今後自分の力だけ
では解決できない課題に直面した際，適切な他者
を頼ることができないことで，必要な支援が受け
られない可能性がある．その結果，要支援または
要介護状態が悪化することも懸念される．

本論では，要支援または軽度要介護高齢者の援助
要請に関する検討を行い，今後当事者の視点に立っ
た支援につなげていくための基礎的な資料としたい．
また，援助要請だけでなく，要介護認定を受けて
いない高齢者と比較して，心理状態や，ソーシャ
ル・ネットワークなどの社会的な側面についても検
討する．さらに，実際にどのようなニーズがあり，
支援を行う必要性があるのかについても検討する．

2 ．研究目的

　本研究では，地域で暮らす要支援・要介護認定
を受けた高齢者と要介護認定を受けていない高齢
者の援助要請，および心理，社会的側面を比較し，
その差異について検討することを目的とする．

3 ．研究方法

調査対象
　2023年10月 1 日時点で，A市在住の65歳から
84歳の高齢者を住民基本台帳により1000名無作
為抽出し，自記式郵送調査を実施した．有効回収
数575票（57.5%），調査不能数425票（42.5%），有
効回収数575票のうち，欠損値が多い29票を除い
た546人（男性235人，女性311人）を分析対象者
とした．このうち，要支援 1 ，要介護認定 2 まで
の認定を受けていたのは27名であった．なお，要
介護認定者を，要介護 2 まで認定に限定したのは，
要介護 3 以降の中等以上に該当する場合は，日常

生活全般に介護を要するため，本研究のテーマで
ある援助要請の選択や志向において差異が生じる
と考えたためである．

4 ．調査期間

　2023年11月 8 日～12月 5 日までとした．11月
20日に対象者全員に対して礼状兼督促葉書きを送
付し，2023年12月 1 日返送分までを対象とした．

5 ．調査項目

　調査項目は，基本属性（年齢・性別・要介護認
定の有無・世帯構成），教育歴を尋ねた．また援助
要請に関する項目，および心理的側面，社会的側
面について尋ねた．
　援助要請は，被援助要請志向，援助要請意図，
悩みごとについて尋ねた．被援助要請志向は，高
橋（2019）による高齢者用被援助志向性尺度を用
いた．本尺度は，高齢者を対象に，日常生活にお
ける被援助志向性を測定する尺度構成として妥当
性と信頼性が確認されたものである．「援助に対
する欲求」（ 7 項目），「援助に対する抵抗感」（ 4
項目）の 2 因子，計11項目から構成される．回答
は「当てはまる」から「当てはまらない」の 5 件
法で求め，それぞれの得点を合計して用いた．

援助要請意図は，援助要請傾向の個人差を測定
する永井（2010）の尺度を修正して使用した．原
典は大学生を対象として，「対人関係」「恋愛・異
性」「性格・外見」「健康」「進路・将来」「学力・
能力」の 6 種類の悩みについて家族，友人，学生
相談やカウンセラーなどの専門家の 3 サポート源
のそれぞれに対して尋ねるものである．本研究の
調査対象は高齢者であるため，悩みの種類として

「家族・家庭内の問題」「人間関係」「健康」「生活
全般（経済状況含む）」の 4 種類を設定した．こ
れら悩みの種類ごとに，家族や親族，友人や知人，
行政を含む専門家の 3 つの相談相手に対して，「相
談しないと思う」～「相談すると思う」の 5 件法
で回答を求めた．分析にはそれぞれの相談相手ご
とに得点を合計して用いた．

悩みごとは，援助要請意図にて提示した 4 つの
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悩みについて，「過去 1 年の間にこのことで悩ん
だことがありますか」と尋ね，「悩んだことがな
い」～「悩んだことがある」の 5 件法で回答を求
め，合計得点を算出した．
　心理的側面では，孤独感と精神的健康度につい
て尋ねた．
　孤独感は，Igarashi et al.（2019）を用いた．本
尺度は，「自分に仲間づきあいがないと感じること
がありますか」など 3 項目， 3 件法（「ほとんど
ない」～「よくある」）で回答を求めるものである．
得点を合計して用いた．

精神的健康状態は，Awataら（2007）による日
本語版World Health Organization Mental Health 
Well Being Index- five items（WHO-5）を用いた．
本尺度は，「明るく，楽しい気分で過ごした」など
5 項目からなり，それぞれについて最近 2 週間の
状態を「いつも」～「まったくない」の 6 件法で
評価するものである．得点は合計して用いた．
　社会的側面では，ソーシャル・ネットワーク
と し て，日 本 語 版 Lubben Social Network Scale 

（LSNS-6）（栗本ら，2011）を用いて測定した．
家族や親族ネットワークと友人や近隣など非家族
ネットワークについて，情緒的・手段的サポート
の計 6 項目， 6 件法（「 0 人」～「 9 人以上」）で
評価した．合計点は 0  点から30点の範囲をとり，
得点が高い値ほどソーシャル・ネットワークが良

好となる．

6 ．分析方法

　要介護認定を受けている高齢者と受けていない
高齢者において，援助要請に関する尺度，心理的
側面，社会的側面に関してそれぞれの得点に差が
あるかどうかについて，t検定を用いて比較した．
分析には，IBM SPSS Statistics version 29を用いた．

7 ．倫理的配慮　

　調査への協力は自由意志に基づくことを調査依
頼文書に記載した．また調査用紙に調査は匿名で
行うこと，データ分析に関して統計的に処理をする
ため，個人が特定されないことを記載した．文京
学院大学倫理審査委員会の承認（承認番号：2023
−016）を得て実施した．

8 ．結果

　要介護認定を持つ対象者における要介護度の内
訳は，要支援 1 ・ 2 が 7 人（25.9%），要介護度 1
が 9 人（33.3％），要介護度 2 が11人（40.7%）で
あった．要介護の有無別における分析対象者の属
性は，表 1 の通りである．

表 1 　分析対象者の属性・特徴

属性 区分 要介護あり
（n=27）

要介護なし
（n=519）

性別 男性
女性

8（28.6）
20（71.4）

227（43.8）
291（56.2）

年齢（平均年齢±標準偏差） 79.0±4.7 73.9±5.4
世帯構成（同居の場合のみ）

配偶者・パートナー 15（60.0） 344（66.8）
息子・娘 11（44.0） 175（34.0）
義理の息子・娘 1（14.0） 13（ 2.5）
孫（孫の配偶者） 2（ 8.0） 30（ 5.8）
自分の父母 0（ 0） 4（ 0.8）
配偶者の父母 0（ 0） 7（ 1.4）
きょうだい・姉妹 0（ 0） 8（ 1.6）
一人暮らし 3（12.0） 100（19.4）

学歴 ～高校卒 19（70.3） 301（57.6）
専門学校・短大卒 3（11.5） 108（20.9）
大卒以上 4（14.8） 104（20.1）

n（%）
※項目により，欠損値あり
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　表 1 より，要介護認定ありの対象者は，要介護
認定なしよりも，女性が多い傾向にあった．また，
平均年齢も高いことが読み取れる．世帯構成につ
いては，要介護認定の有無において大きな差異は
なかった．学歴では，要介護認定ありにおいて，高

校卒業までに該当する者が多い傾向にあった．

　次に，要介護認定の有無と援助要請に関する各
変数の平均値（標準偏差）を算出し，t検定を実施
した．結果は表 2 に示したとおりである．

表 2 　要介護認定の有無別の援助要請に関する得点の比較

要介護認定 n M（SD） t値 p値
被援助要請志向
　　援助に対する欲求 あり 21 21.5（5.84） −.2.2 .029

なし 491 18.7（5.66）
　　援助に対する抵抗 あり 22 9.6（3.54） −.087 .931

なし 501 9.5（3.26）
援助要請意図
　　援助要請　家族 あり 25 13.6（5.02） .209 .834

なし 511 13.8（4.59）
　　援助要請　友人 あり 25 10.6（4.43） .032 .975

なし 510 10.6（4.64）
　　援助要請　公的・専門家 あり 24 8.8（4.18） 1.2 .230

なし 504 9.9（4.31）
悩みごと あり 23 10.3（4.06） −1.5 .144

なし 506 9.1（3.95）

被援助要請志向では，援助に対する欲求は，要
介護認定ありは，要介護認定なしよりも有意に高
い得点となった（t（510）＝−2.2，p＝.029）．一
方， 援助に対する抵抗の尺度得点について，両者
に有意な差は見られなかった．

援助要請意図では，援助要請の家族，友人，公
的・専門家のいずれにおいても，要介護認定の有
無別において有意な差は見られなかった．

悩みごと合計では，要介護認定の有無別におい
て，有意な差は見られなかった．

　続いて，要介護認定の有無別に心理的，社会的
側面に関する各変数の平均値（標準偏差）を算出
し，t検定を実施した．結果は表 3 に示したとおり
である．

表 3 　要介護認定の有無別の心理的，社会的側面に関する得点の比較

要介護認定 n M（SD） t値 p値
心理的側面
　　孤独感 あり 26  4.7（1.57） −.2.2 .028

なし 511 4.0（1.36）
　　WHO-5 あり 23 16.6 （5.56） 3.6 ＜ .001

なし 511 20.7 （5.35）
社会的側面
　　LSNS-6 家族 あり 25 6.5 （3.38） 1.4 .148

なし 509 7.4 （3.07）
　　LSNS-6 友人 あり 27 4.3 （3.35） 2.3 .019

なし 508 6.1 （3.93）
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　心理的側面では，孤独感について要介護認定の
有無別で得点の比較を行ったところ，有意な差
が見られ，要介護認定ありは，要介護認定なし
よりも有意に高い得点となった（t（535）＝−2.2，
p＝.028）．

WHO-5（精神的健康状態表）の尺度得点につい
て要介護認定の有無別で得点の比較を行ったとこ
ろ，有意な差が見られ，要介護認定なしは，要介護
認定ありよりも有意に高い得点となった（t（532）
＝3.6，p＜ .001）．

社会的側面におけるソーシャル・ネットワーク
では，LSNS-6家族に関する尺度得点について要介
護認定の有無別で得点の比較を行ったところ，有
意な差は見られなかった．一方，LSNS-6の友人
に関する尺度得点については，有意な差が見られ，
要介護認定なしは，要介護認定ありよりも有意に
高い得点となった（t（533）＝2.3，p＝.019）．

9 ．考察

調査結果の分析により，要介護高齢者等は，要
介護認定を受けていない高齢者と比較して女性が
多い傾向にあり，平均年齢も高いことが読み取れ
た（表 1 ）．「令和 4 年度介護給付費等実態統計の
概況（令和 4 年 5 月～令和 5 年 4 月）」（厚生労働
省，2022）において，認定者7,202.0 千人，受給
者数 5,500.2 千人となっており，受給者の性別で
は，男性が1,694.3 千人（30.8％）であり，女性 
3,805.8 千人（69.2％）を大きく下回っている．介
護保険受給者の総数で男女差があることは明らか
である .また75歳以上になると要介護認定を受ける
人の割合が大きく上昇する（内閣府，2024）こと
からも，要介護高齢者の平均年齢が高い本調査結
果と合致する．以下，調査結果から明らかになっ
たことを 3 つの視点から述べる．

1　援助要請に関する欲求と援助に対する抵抗感
　援助要請に関する欲求については，要介護認定
を受けていない高齢者よりも要介護高齢者等が高
い結果となった（表 2 ）．要介護高齢者等は日常
生活の中で何らかの支援が必要な状態が生じてお
り，援助要請を行う機会が要介護認定を受けてい

ない者と比較して多いことが予測されるため，想
定できる結果といえる．一方で，援助に対する抵
抗感に関しては要介護認定を受けていない高齢者
と差異がなかった． 

高橋（2017）は，独居高齢者への調査において
「援助に対する欲求」と「援助に対する抵抗感」
の両者に影響を与える要因として，暮らし向きや
学歴が認められたことを報告している．暮らし向
きが良いほど，また学歴が高いほど援助に対する
欲求と抵抗感の両者を低減させる結果となり，学
歴の高さがその人の経済的な豊かさや人的ネット
ワークの広さにも反映されている可能性が考えら
れると述べている．また暮らし向きとして，経済
的な豊かさが新たな援助に対する欲求を低減させ
るとともに，それに伴う人的ネットワークの広が
りが他者に援助を求めることへの抵抗感を弱めて
いるものと推察をしている．

要介護高齢者等の暮らし向きは，現在の支援・
介護環境が大きく影響することが考えられる．現
在の支援・介護環境（暮らし向き）に当事者が満
足感を得られている場合，援助に対する欲求と抵
抗感は軽減され，支援・介護環境に当事者が不満
足感を感じている場合，援助に対する欲求と抵抗
感は増すことが予測される．しかし，本調査では
援助に対する欲求に差異はあるが，援助に対する
抵抗感に差異がない結果となった．要介護高齢者
等も，要介護認定を受けていない高齢者も，いず
れも援助を受けることに対する抵抗感やその負担
感については変わらない．しかし，援助に対する
欲求は要介護高齢者等の方が高いことから，適切
なサポート体制や情報提供の仕組みが構築できて
いれば，円滑な支援に繋がりやすいことが想定さ
れる．

本調査では要介護高齢者等の暮らし向きについ
て確認ができていないため，両者に影響を与える要
因とならなかった理由を言及することはできない．
しかし，現在の支援・介護方法に満足感を得られ
ているなどの要因から援助に対する抵抗感が低減
しており，支援・介護のサポート体制として公的
サービスの頻度等について不満足感を感じている
などの要因から，援助に対する欲求が高い結果と
なった可能性はある．先行研究から暮らし向きと
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学歴が両者に影響を与えることが明らかになって
いることから，要介護高齢者等の援助欲求・抵抗
感に，支援・介護環境（暮らし向き）や過去の学
歴がどのような影響を与えるのか，また援助要請
との関連について検討を行っていく必要がある．

また要介護高齢者等の援助に対する抵抗感が，
要介護認定を受けていない者と差異がないという
結果を踏まえ，認定を受けていない高齢者の援助
に対する抵抗感を探ることで，要支援または軽度
の要介護高齢者の援助要請における抵抗感が予測
できる可能性があることが示唆された．

2	 要介護高齢者等の援助要請意図
　要介護高齢者等の援助要請意図に関しては，家
族や公的機関・専門家が対象となることが予測さ
れたが，要介護認定を受けていない者との有意差
は認められなかった（表 2 ）．その他，友人につい
ても差異がなかった．他者からの支援が必要な状
態があっても，要支援または軽度の要介護高齢者
の場合，要介護認定を受けていない高齢者と，援
助を求める相手や相談をする相手は変わらない結
果となった．日常生活になんらかの支援が必要な
状況が生じても，それが軽度の場合，これまで継続
してきた周囲との関係性を保てており，その関係
性の中で援助要請ができている可能性がある．こ
の関係性を，要介護度が高くなってからもどのよ
うに維持していくことができるのかが課題といえ
る．

家族がいる高齢者と独居高齢者では被援助志
向性が異なることは既に指摘されている（高橋
2015）が，特に日常生活において支援が必要とな
る要介護高齢者等の援助要請意図は，同居家族の
有無が大きく影響すると考えられる．2022年度国
民生活基礎調査によると，要介護者等がいる世帯
は核家族世帯が最も多く42.1%，次いで単独世帯
が30.7％，その他の世帯が16.4%である．単独世
帯及び核家族世帯の割合は上昇傾向にあり，三世
代世帯の割合は低下している状況にある．また要
介護者等のいる世帯を現在の介護度と世帯構造で
みると，単独世帯では要介護度の低い者がいる世
帯の割合が高く，核家族世帯，三世代世帯では要
介護度の高い者のいる世帯の割合が高い（厚生労

働省，2022）．介護度の低い要介護高齢者等の単
独世帯は，今後さらに上昇することが予測される
ことから，単独世帯と核家族世帯の要介護高齢者
等の援助要請意図を比較検討し，特に単独世帯の
要介護高齢者等への支援体制の構築が求められる．

桐野ら（2014）は，在宅で高齢者を介護する家
族を対象として家族介護者が経験する介護生活上
の困難と援助要請行動の関連について調査を行っ
ている．その中で「要介護度」と「介護者の性別」
が「親族等を除くインフォーマル・ネットワー
ク」と統計学的に有意な負の関連性を示した結果
を報告している．家族介護者を対象とした調査と
なるが，介護が必要な高齢者の要介護度が低いほ
ど友人や知人，近隣の人々等に相談や援助を求め
ることを指摘しており，男性の介護者の方が女性
の介護者よりも友人や知人，近隣の人々等に相談
や援助を求めない傾向があると述べている．桐野
ら（2014）の性別に関する結果は，その後の研究

（高橋ら，2019．三瀬ら，2023）でも同様の結果
が示されている．本調査は要支援または軽度要介
護高齢者を対象としているが，要介護度が援助要
請行動に関連しているとの先行研究を支持する結
果となった．

3	 要介護高齢者等の援助要請と心理・社会的側面
　心理的側面に関しては，孤独感について要介護
高齢者等が要介護認定を受けていない高齢者と比
較して有意に高い結果となった．また精神的健康
状態は，要介護認定を受けていない者が有意に高
い結果となった（表 3 ）．要介護高齢者等が介護認
定を受けていない高齢者よりも孤独感があり，精
神的健康状態が低下していることがわかった．要
介護高齢者等が日々の生活の中で孤独感を感じ，
精神的健康状態が低下する状況には様々な要因が
推測できる．長年に渡り自らで行うことができて
いた行動 1 つ 1 つに対し，支援が必要な状態を受
け入れることに困難を感じることや，周囲との関
りが少しずつ変化していくなかでの孤独感も考え
られる．
　池田ら（2017）は，要支援・要介護高齢者の
主観的健康感に関連する要因の特徴として，疾患，
転倒，ADL，孤独感，情緒的サポートの受領をあ
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げ，社会生活の技能よりも周囲とのかかわりを充
実させることで主観的健康感が良好に維持できる
可能性があることを指摘している．またYamazaki
ら（2021）は，地域高齢者を対象として閉じこ
もり度について調査を行った結果，閉じこもり度
が進むにつれて，掃除や料理，洗濯など高次の生
活機能である手段的自立や，歩行力などを反映す
る移動能力の低下に加え，物忘れが多く，うつ傾
向も高くなることを示している．外出しないこと
が高齢期の心身においてネガティブな影響を及ぼ
すこと，極端な外出頻度の低下ではなく，閉じこ
もりの予備群など外出頻度が低下傾向にあるよう
な状況においても影響が認められ，高齢期に身体
機能が低下しつつある状況であっても，一定の外
出頻度を保つことが心身を健康に保つことにつな
がることを明らかにしている．中村ら（2018）
は，要支援・軽度要介護高齢者を対象として主観
的QOLと高次生活機能の関連要因について検討
し，高次生活機能の中でも生活マネジメントと社
会生活，趣味の有無が主観的QOLに関与する可
能性が高いことが示唆されたと述べている．趣味
がある場合は，ない場合に比べて主観的QOLが
高いことが示されたが，中村らは先行研究におい
ても趣味の有無と閉じこもり，孤独感，活動能力
指標や精神的な健康状態との関連が報告されてい
ることに触れ，要支援・軽度要介護高齢者におい
て同様の傾向があると述べている．高齢者が趣味
を持ち，他者との交流を伴うなじみの場があるこ
とで心理的によい状態を保つことができることは，
山崎（2021）も指摘している．
　周囲とのかかわりを充実させるための手段とも
なる外出や趣味活動等を継続するためのサポート
は，孤独感軽減や精神的健康状態を保てる 1 つの
要因となる可能性が高い．しかし，要支援・また
は軽度の要介護状態にあることにより，外出や趣
味活動まで辿りつけず，社会的孤立状態におかれ
ることも考えられる．その場合，必要な支援を適
切に受ける機会まで失われる可能性が高いことが
予測される．要介護高齢者等の援助要請を考える
際，日常生活における支援・介護が必要なことに
加え，当事者の孤独感の軽減，精神的健康状態の
保持への支援が必須となることに対して，支援を

行う専門職が共通の認識を持ち，どのような支援
の具体策があるのかを探ることが必要といえる．

一方で藤原ら（2017）は，社会的フレイルにつ
いて，現時点では統一された定義は提示されてい
ないことに触れた上で，inverse health outcome の
予知因子，介入により改変可能，加齢に伴う変化
あり，孤独感といった主観的な項目を避ける，の 
4 要件を満たす必要があると述べている．社会的
フレイルに対する介入のあり方は個々人の健康度，
生活機能や価値観を十分考慮して重層的に社会参
加活動を継続できるような支援が求められるとし
ている．
　また三瀬ら（2023）は高齢者を対象とした調査
において，社会的フレイルの要素である閉じこも
り傾向と社会的孤立は，ともに被援助志向性と有
意に関連しており，閉じこもり傾向があったり社
会的に孤立している人は援助を求めにくいことが
明らかになったと述べている．三瀬らの指摘する
閉じこもり傾向や社会的孤立は，当事者の孤独感
へと繋がることが予測されるため，要介護高齢者
等に対する支援を考える際，身体的フレイルだけ
でなく，社会的フレイル，精神・心理的フレイル
予防の視点も必要となると考える．

ソーシャル・ネットワークでは，家族のネット
ワークに有意差は認められなかったが，友人ネット
ワークは要介護高齢者等の方が小さい結果であっ
た（表 3 ）．援助要請意図において友人に差異の
なかった結果を踏まえると，日常生活になんらか
の支援が必要な状態があることが要因となり，友
人関係の保持はできているものの縮小化してきた
ことが予測される．家族のネットワークの規模に
ついて有意差は認められなかったことから，要介
護高齢者等の援助要請のキーパーソンは家族と考
えることもできる．しかし，要支援または軽度の
要介護高齢者に関しては，今後単独世帯が上昇す
ることが予測されることから，家族だけに頼る体
制には限界がある．なお，高橋ら（2015）は独居
高齢者を対象にした被援助志向性と援助要請を行
う対象との関連についての調査にて，被援助志向
性尺度の下位尺度である「援助の欲求と態度」が
女性で有意に高い得点となり，「支援の必要が生
じた際に援助要請を行う対象」として「家族・親
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戚」を選択する高齢者が多いこと，女性に比べ男
性は「家族・親戚」を選択することが少なく，「行
政」を選択することが多いことを明らかにしてい
る．本調査では要介護高齢者等に女性が多い傾向
があったが，男性は行政を選択することが多いと
の先行研究からも，要介護高齢者等の性差により
行政等の公的機関を求める可能性があることも予
測できる．地域でどのように高齢者を支えていく
かという問題にも繋がるが，身近な人間関係にお
ける体制をどのように整え，要介護高齢者等の援
助要請を促進することができるかが今後の課題と
いえる．

10．おわりに

本研究では，地域で暮らす要介護高齢者等と要
介護認定を受けていない高齢者の被援助要請志向
や援助要請意図に大きな差異がない結果となった．
この結果を踏まえると，要支援または軽度要介護
高齢者には，援助要請に関して特別な支援が必要
とされていない可能性もある．しかし，援助要請
欲求が要介護認定を受けていない高齢者よりも高
い結果からも，当事者のニーズに早急に気付くこ
とができる体制，求められる支援を届ける具体策
が必要であると考える．本調査で比較対象とした
要介護高齢者等の人数が少数であることから，詳
細の検討までは困難であるものの，要支援または
軽度の要介護高齢者が将来的に介護度が高くなり
さらなる支援が必要になった際を見据えて，現段
階においての要介護高齢者等の援助要請について
被援助要請志向も合わせた検討が必要である．

心理，社会的側面を比較した結果，心理的側面
に関しては，孤独感について要介護高齢者等が要
介護認定を受けていない高齢者と比較して有意に
高い結果となり，精神的健康状態は，要介護認定
を受けていない高齢者が有意に高い結果となった．
ソーシャル・ネットワークをどのように活用し，孤
独感の軽減，精神的健康状態の保持に繋がる支援
に繋げられるのか，検討の必要がある．特に本調
査からは，日常生活になんらかの支援が必要な状
況が生じても，それが軽度の場合，これまで継続
してきた友人との関係性を保てており，その関係

性の中で援助要請ができている可能性が示された．
しかし，ソーシャル・ネットワークに関して，友
人が低い結果であったことから，友人関係の保持
はできているものの縮小化していると考えること
ができる．日常生活になんらかの支援が必要とな
ることが友人関係の縮小化の要因である場合，こ
の支援の体制作りに家族以外の顔なじみの近隣友
人をどのように取り入れることができるかについ
て検討していくことが課題といえる．

要介護高齢者等が住み慣れた地域での生活を継
続していくことができるためにも，どのような世
帯構造であったとしても，本人が望む生活の実現
に向けて，誰もが当たり前に援助要請を行うこと
ができる体制づくりを構築していくことが求めら
れる．
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